Ⅲ　シナリオ（平成10年８月作成）
１　全般
現在は１９９９年１月とする。
各国の特記事項は以下のとおり
1） 日本
· 経済低迷はより深刻化しつつある。
· 銀行の不良債権処理、海外撤退などは進まず。
2） 台湾
· 経済減速が顕著になり、不動産事業や海外事業に積極的だった企業グループでは、倒産や事業縮小の動きが顕在化しつつある。
· １２月５日（土）のトリプル選挙（立法委員、台北・高雄市長、台北・高雄市議）で接戦の上、民進党が国民党に対して勝利。第三勢力である新党は後退。
3） 朝鮮半島
· 米朝協議は９８年秋以来とん挫。米国、日本をはじめとする国際社会は、北朝鮮の核施設疑惑に深刻な懸念を表明。
· 北朝鮮の食糧危機はより深刻化しているが、北朝鮮は韓国の太陽政策に対する姿勢を硬化。また、北朝鮮が新たなミサイル実験を準備しているとの情報も。
4） インドネシア
· インフレ率１００％を突破。失業者２０００万人を超え、米不足も深刻化（失業率約２５％。最貧層は６～７０００万人）。５月の総選挙に向け各勢力の政治運動が活発化
· ラマダン（イスラム正月）明け前後の大暴動、国軍クーデターの恐れも
2　 中国の情勢（危機の発生）
1） 春節をほぼ１ヶ月後に控えた９９年１月２０日（水）午後４時半（日本時間午後５時半）、香港の地元有力銀行である東亜銀行の李会長は同行の第４四半期（１０～１２月）の収益が中国ノンバンクＧ社向け貸出等の償却で大幅な赤字になるとの見通しを発表した。同会長は、９８年通期では減益ながら最終的に赤字は回避できるとしながらも、さらに次の２点を明らかにした。

· 今回の償却額は、問題のノンバンクの香港子会社への貸出や債務保証などオフバランス化した債務も含んでいるため、公表債権額（中国の外貨管理当局に登録された債権額）の５倍にも上る。 

· 同行が揚子江流域と華南を中心に展開している住宅金融および中小企業金融事業が９８年夏の大洪水の影響を受け、その後の復興事業も思わしくないため、不良債権化が加速度的に進んでいる。
2） ２１日（木）：香港株式市場は前日の東亜銀行の発表を受け、銀行株が大量に売られるスタートとなったが、午前１０時、大手財閥ワーフグループが武漢コンテナターミナル建設プロジェクトの中断・計画練り直しを発表したことから、全面安の展開となり、ハンセン指数は１日で１０００ポイント以上の下げになった。
　　［在中国消息筋からの情報］
北京の中国人民銀行総行は、外国銀行や海外投資家（華僑、華人を含む）の短期資金回収の広がりに危機感を強め、各地のノンバンクの外貨繰り状況を監視してきたが、同日午後、２つの衝撃的な報告を受けた。
· 大連ＩＴＩＣ（国際信託投資公司）：１月２５日（月）期限の４０００万ドルの譲渡性預金を資金手当できない。
· 福建ＩＴＩＣ：１月２５日（月）期限の短期借入１００億円（邦銀からの融資）の返済原資を調達できない。（大連，福建のＩＴＩＣは、北京、上海、天津のＩＴＩＣとならぶ大型ＩＴＩＣで、全国３９３社のＩＴＩＣの中でも海外投資家から最も信頼されていた）
　　［ＮＨＫ衛星放送］
２１日午後１０時（中国時間午後９時），ＮＨＫ衛星第一放送のニュース番組ＢＳ２２は特集で中国金融危機を取り上げたが、出演した中国専門家は、預金者保護について「専門家の間では常識であっても中国の庶民にとっては初耳であろう」と前置きした上で次の事実を指摘した。（なお、衛星放送は２カ国語で放送されており、中国の沿海地域では、裕福な家庭を中心に受信されている由）
· 中国において預金保険機構を整備中であり、預金者が保護されることとなるが、国有四大商業銀行については、（国家が保証する建前であるため）同機構は適用されない。
· 過去の破綻例（海南発展銀行、四川や広東のノンバンク）から、１０万元を超える預金は保護されない。
3） ２２日（金）：
［在中国消息筋からの情報］　　
· 中国人民銀行総行に対し、国有四大商業銀行の支店に預金者が次第に集まり始めた旨報告された。
· 一方、黒竜江省の省都ハルビンからは、東北重電機械の中国工商銀行に対する緊急融資交渉が難航しているとの情報が寄せられた。同社は、香港株式市場に上場する優良企業ではあるが、上場で得た資金の運用に失敗したとの情報がある。すなわち、同資金を目論見書（プロスペクタス）通りの工場設備更新ではなく、香港や広東地域における財テク運用に回していたところ、９７年秋以降運用に失敗し、９８年末までには完全に行き詰まっていたという事実である。また、同社の本業も不振で、従業員に対する春節向けボーナスも支給できない状態に追い込まれた由。他方、工商銀行ハルビン分行も緊急融資に即応できる状態にはないものと見られる。同分行は地域における大型国有企業の経営不振や大洪水の影響を受け、工商銀行のなかでも不良債権比率が４０％を超えるものと観測されていたからである。（四大商業銀行の不良債権比率は平均３０％程度）。本件緊急融資に関してはハルピン分行と北京の総行との間で検討されているものと見られる。
· 同日午後、香港株式市場ではＩＴＩＣ問題に加え、東北重電機械の経営危機説、四大商業銀行からの預金引き出しの状況が伝えられ、ハンセン指数は前日に続き１０００ポイント近く下げた。さらに、外国市場には投機筋の香港ドル売りが入ってきた。
· ここ数日の事態の急展開に危機感を持った人民銀行戴総裁は、朱首相を電話連絡をとった。午後９時から急遽、緊急金融工作会議が開かれることとなり、戴総裁は中南海に向かった。
以下、シミュレーションチームが実際行ったセミナー・ゲームにおける３つの動議（ＭＯＶＥ１～ＭＯＶＥ３）を参考までに付記する。

ＭＯＶＥ－１
［２２日夕までの状況］
1） 日本、米国等主要国の政府・財政金融当局は、あいついで中国の金融情勢について重大な懸念を示しつつ、中国当局の適切な対応を求める声明を発表した。また、各国からは、中国の金融危機が国際的な影響を及ぼす可能性が大きいことから、国際協調を求める声があげられている。
2） 小渕内閣は２２日午前、経済関係閣僚会議を召集し、日本政府としての対応を協議した。一方、連立与党議員団は、今次危機を深刻に受け止め、政治サイドとしてのスタンスを明らかにするため、急遽有識者を含む専門家によるプロジェクト・チームを設置して、今後の情勢の推移を予測するとともに、日本としてとるべき施策を検討することとした。
3） 貴方は、上記プロジェクトチームのメンバーである。自民党政務調査会からは、以下の設問１～３に示す点について、明後日までにチームとしての見解を提出するよう要請されている。プロジェクトチームの答申は、連立与党議員団としての緊急政策提言の骨子になる予定である。
［設問１］
　中国における金融危機は、今後の政治経済情勢にどのような影響を及ぼすか？
１）アジア太平洋地域の経済、政治（軍事）に対する当面のインパクトは？
　　（今後連鎖的に生起すると思われる具体的事象――マーケットの動き、各国の政情不安等――を含む）

２）アジア太平洋地域の経済、政治（安保を含む）に対する中長期的影響

     は？
３）日本にとっての経済的・政治的インプリケーションは？
４）域外の主要国、国際機関などの反応は？
ＭＯＶＥ－２
［状況］
ＭＯＶＥ－１における討議を継承
［設問２］
1）  設問2-1：中国の動向（Ａチームのみ）
a　 中国をとりまく情勢はどのように変化するか？
· 中国経済に及ぼす影響は？
· 中国の政治姿勢はどのように変化するか？
· 中国を取り巻く国際環境（政治・経済面での国際関係）は短期・中期的にどのように変化するか？
b　 中国としての政策目標（望ましいエンドステート）は何か？
· 当面の危機対応にあたって政策目標・狙いは何か？
· 中期的な政策目標・狙いは何か？
c　 中国としてとり得る政治的・経済的オプションは？(短期的・中期的）
· 中国が独自にとり得る政策は？
· 日本、アメリカ等他の主要アクターに対する要求・要請は？
· 国際機関に対する要求・要請は？
2）  設問2-2：中国周辺地域の動向（Ｂチームのみ）
a　 台湾情勢
· 中台関係に及ぼす影響、中台関係の変化は？
· 台湾の経済・政治に及ぼす影響は？
· 台湾としての政策目標（望ましいエンドステート）は？
b　 朝鮮半島情勢
· 北朝鮮の国内（経済／政治）情勢に及ぼす影響は？
· 南北関係に及ぼす影響は？
· 朝鮮半島を巡る国際情勢の変化は？
   （四者協議、南北協議、KEDO等）
· 朝鮮半島における軍事情勢の変化は？
c　 東南アジア情勢
· 政情不安な地域（インドネシア等）における情勢は？
· 華人経済と中国経済の関係及び華人経済に及ぼす影響は？　
   （シンガポール等）
· ASEAN及びASEAN各国としての政策目標及び政策オプションは？
ＭＯＶＥ－３

［状況：日本時間２３日（土）朝の状況（以下時間はすべて現地時間）］
1） 中国の金融破綻を発端とする危機は、アジア太平洋地域全域に急速に波及しつつある。
· ２２日（金）、香港ドルが売られたのに対し、香港金融通貨庁が終日介入し、これを買い支えた。一方、円は東京市場で売られたのに対し、ロンドン市場ではドル売りが先行し、方向感がつかめず乱高下する荒っぽい展開となっている。また、ロンドン、ニューヨークにおいては２２日（金）早朝「中国人民銀行がＴＢを売却して当面の危機を回避しようとしている」との噂が流れ、ニューヨーク株式市場の急落が予想される。
· ２２日（金）午後１１時、中国工商銀行北京支店は、多数の預金者に囲まれており、群衆が解散する気配はない。
· 米国防省筋によれば、北朝鮮人民軍は、３８度線付近での活動が活発化するとともに、新たなミサイル発射を準備しているとのことである。
· 韓国では、１月上旬以来、失業者によるデモが頻発している。２２日（金）、尉山では一部のデモ参加者が暴徒化し、警官隊と衝突したとのニュースが流れた。
· ２２日（金）夜、インドネシア、ジョクジャカルタにおいてイスラム原理主義者が暴徒化し、国軍が発砲したとのニュースが流れた。ＣＮＮによれば犠牲者の数は、百名を越えたとのことである。
2） ２１日夜の記者会見においてクリントン大統領は、事態の深刻さを指摘するとともに、国際的な協力が必要であることを強調し、緊急Ｇ７サミットの開催を提案した。また、これに先立ち日米間の調整を行うため、２５日には日米緊急蔵相会議が開催されることとなった。

［設問３］
1）  設問3-1：日本の動向（Ａチームのみ）
a　 日本としての政策目標（望ましいエンドステート）は何か？
· 当面の危機対応にあたって政策目標・狙いは何か？
· 中期的な政策目標・狙いは何か？

b　 日本としてとり得る政治的・経済的オプションは？（短期的・中期的）
· 経済的施策は？
· 安全保障上の施策は？
· 米国、欧州、国際機関等との間の政策協調、調整はいかにあるべきか？日本外交の具体的目標は？
   c　日本の国内世論の動き及びそれが政局に及ぼす影響は？
2） 設問3-2：米国の動向（Ｂチームのみ）
    a　米国をとりまく情勢はどのように変化するか？
· 米国の経済に及ぼす影響、またそれが世界経済に及ぼす影響は？
· 米国の国内世論に及ぼす影響は？(特に対外政策に関する姿勢）　
    b　米国としての政策目標（望ましいエンドステート）は何か？
· 当面の危機対応にあたって政策目標・狙いは何か？
· 中期的な政策目標・狙いは何か？
    c　米国としてとり得る政治的・経済的オプションは？(短期的・中期

       的）
· 経済的施策は？
· 安全保障上の施策は？(当面の施策及び中期的なアジア政策）

　　［注：チーム討議間必要な場合、チーム間協議の場を設ける］
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